
資料８ 

１ 

こども・子育て家庭等を取り巻く茨木市の状況 
 

１ 人口・世帯の動向 

（１）人口の推移 

本市の人口は、緩やかながらも年々増加しており、2023年(令和５年)９月末現在で285,580

人となっています。 

《人口の推移》 

 
資料：住民基本台帳人口（各年９月30日現在） 

（２）人口構成の推移 

年齢３区分別人口の推移をみると、生産年齢人口（15～64歳）は近年では増加傾向となって

いるのに対し、年少人口（０～14歳）の割合は年々減少しています。 

《年齢３区分別人口の推移》 

 
資料：住民基本台帳人口（各年９月30日現在） 

 ※百分率は小数点第２位を四捨五入しているため、比率の合計が100％を上下することがある 
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（３）世帯数の推移 

本市の世帯数は、年々増加しており、2023年(令和５年)９月末現在で133,037世帯となって

います。 

緩やかな人口増加に対して世帯数の増加が大きいことから、１世帯あたりの人員は減少傾向

となっており、2023年(令和５年)９月末現在で2.15人となっており、核家族化や単身世帯化の

進行がうかがえます。 

《世帯数の推移》 

 
資料：住民基本台帳人口（各年９月30日現在） 
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（４）こどものいる世帯数の推移 

６歳未満のこどものいる世帯、18歳未満のこどものいる世帯ともに世帯全体に占める割合

は、減少傾向にあります。 

６歳未満のこどものいる世帯のうち、男親とこどもから成る世帯及び女親とこどもから成

る世帯の割合は年々増加していましたが、2015年（平成27年）以降、減少傾向となっています。 

 

《こどものいる世帯数の推移（６歳未満のこどものいる世帯）》 

  
世帯数 

（世帯） 

６歳未満のこどものいる世帯 

 

対世帯 

数比(％) 

男親とこども 

から成る世帯 

割合 

（％） 

女親とこども 

から成る世帯 

割合 

（％） 

その他の 

世帯 

割合 

（％） 

2000 年 

(平成 12 年) 
99,448 12,057 12.1  17 0.14  452 3.75  11,588 96.11  

2005 年 

(平成 17 年) 
105,033 12,618 12.0  23 0.18  498 3.95  12,097 95.87  

2010 年 

(平成 22 年) 
112,208 12,354 11.0  31 0.25  522 4.23  11,801 95.52  

2015 年 

(平成 27 年) 
116,575 12,063 10.3  26 0.22  488 4.05  11,549 95.74  

2020 年 

(令和２年) 
124,953 11,273 9.0 23 0.20 442 3.92 10,808 95.88 

  資料：国勢調査・各年10月１日現在   

※百分率の端数処理を行っているため、比率の合計が100％にならない場合がある   

 
《こどものいる世帯数の推移（18歳未満のこどものいる世帯）》 

  
世帯数 

（世帯） 

18 歳未満のこどものいる世帯 

 

対世帯 

数比(％) 

男親とこども 

から成る世帯 

割合 

（％） 

女親とこども 

から成る世帯 

割合 

（％） 

その他の 

世帯 

割合 

（％） 

2000 年 

(平成 12 年) 
99,448 27,268 27.4  247 0.91 2,039 7.48 24,982 91.62  

2005 年 

(平成 17 年) 
105,033 27,296 26.0  240 0.88 2,491 9.13 24,565 89.99  

2010 年 

(平成 22 年) 
112,208 27,808 24.8  219 0.79 2,787 10.02 24,802 89.19  

2015 年 

(平成 27 年) 
116,575 28,794 24.7  204 0.71  2,704 9.39  25,886 89.90  

2020 年 

(令和２年) 
124,953 28,276 22.6 194 0.69 2,836 10.03 25,246 89.28 

資料：国勢調査・各年10月１日現在   

 ※百分率の端数処理を行っているため、比率の合計が100％にならない場合がある   
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（５）自然動態 

出生数は減少傾向にあるのに対し、死亡数は増加傾向にあります。2019年（令和元年）には

死亡数が出生数を上回り、近年では「自然減」となっています。 

《出生数と死亡数の推移》 

 
資料：茨木市統計書（各年１月～12月の合計） 

 

（６）出生率 

一人の女性が一生に産むこどもの数を示す合計特殊出生率をみると、本市においては、各

年とも大阪府と全国の数値を上回っています。また、大阪府・国では下降傾向となっているの

に対し、本市では2019年（令和元年）以降、上昇傾向となっています。 

《合計特殊出生率の推移》 

  
資料：全国・大阪府は人口動態調査、市は人口動態調査をもとに独自に算出 
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また、母親の年齢５歳階級別の出生率をみると、概ね横ばい傾向となっているのに対し、20

～24歳では低下傾向、40～44歳ではやや上昇傾向となっています。 

《母親の年齢５歳階級別出生率の推移》 

 
資料：人口動態調査をもとに独自に算出 

 

（７）社会動態 

転入数は、増減はあるものの、ほぼ横ばいの状態が続いていましたが、2021年(令和３年)

は前年に比べ483人減少し、12,301人となっています。 

一方、転出数は12,000人前後で推移しており、転入数が転出数を上回る「社会増（人口流入）」

が続いています。 

《転入数と転出数の推移》 

 
資料：茨木市統計書（各年１月～12月の合計） 
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（８）婚姻・離婚件数の推移 

婚姻・離婚件数の推移をみると、婚姻は減少傾向にあります。離婚はほぼ横ばいですが、

2021年(令和３年)は前年に比べ増加しています。 

婚姻・離婚件数の差をみると、婚姻件数が離婚件数よりも1,000件前後多い状況が継続して

いますが、その差はやや減少傾向となっています。 

《婚姻・離婚件数の推移》 

 
資料：茨木市統計書（各年１月～12月の合計） 

 

（９）未婚率の推移 

年齢別に未婚率の推移をみると、女性では概ねすべての年代で未婚率が上昇しています。ま

た、20～24歳の未婚率は男性・女性ともに上昇しています。 

《未婚率の推移》 

男 性  女 性 

 

資料：国勢調査・各年10月１日現在   
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２ 産業・就業状況の動向 

（１）産業別就業構造 

茨木市における就業人口を国勢調査でみると、就業者数は、男性は減少傾向にある一方、女

性は増加傾向となっており、令和２年(2020年)の総数は124,046人となっています。 

産業分類別にみると、男女とも第三次産業の従事者の割合が高く、女性では85.1％を占め

ています。また、第一次産業に従事する人は極めて少なく、第二次産業は男性の割合が高く

なっています。 

《産業分類別就業人口の推移》 
          （人） 

  合 計 第一次産業 第二次産業 第三次産業 分類不能 

2000 年 

(平成 12 年) 

総  数 127,192 965 33,544 89,710 2,973 

男  性 78,173 624 25,894 50,051 1,604 

女  性 49,019 341 7,650 39,659 1,369 

2005 年 

(平成 17 年) 

総  数 125,758 1,005 29,031 93,271 2,451 

男  性 74,873 637 22,476 50,331 1,429 

女  性 50,885 368 6,555 42,940 1,022 

2010 年 

(平成 22 年) 

総  数 123,012 808 26,418 89,210 6,576 

男  性 71,757 554 20,314 47,100 3,789 

女  性 51,255 254 6,104 42,110 2,787 

2015 年 

(平成 27 年) 

総  数 126,662 736 27,454 91,996 6,476 

男  性 71,700 512 20,934 46,625 3,629 

女  性 54,962 224 6,520 45,371 2,847 

2020 年 

(令和２年) 

総  数 124,046 685 24,627 94,901 3,833 

男  性 67,301 487 18,226 46,599 1,989 

女  性 56,745 198 6,401 48,302 1,844 

資料：国勢調査・各年10月１日現在    

 

《産業分類別就業人口構成比（2020 年(令和２年)）》 

 
資料：国勢調査・各年10月１日現在    

 

 
  ※第一次産業：農業・林業など 

※第二次産業：建設業、製造業など 

※第三次産業：情報通信業、金融業、サービス業など 
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（２）事業所数と従業者数の推移 

2021年(令和３年)の事業所数および従業者数は､2014年(平成26年)に比べると減少していま

す。 

産業分類別の2009(平成21)年と2021(令和３)年の事業所数をみると、ほとんどの業種が減

少している中、「農業,林業」「鉱業,採石業,砂利採取業」「運輸業,郵便業」「学術研究,専門・

技術サービス業」「医療,福祉」は増加しています。従業者数は、「農業,林業」「鉱業,採石業,

砂利採取業」「運輸業,郵便業」「学術研究,専門・技術サービス業」「医療,福祉」で増加してい

ます。 

《産業分類別にみた事業所数と従業者数の推移》 
 事業所数（箇所） 従業者数（人） 

2009 年 

(平成 21 年) 

2014 年 

(平成 26 年) 

2021 年 

(令和３年) 

2009 年 

(平成 21 年) 

2014 年 

(平成 26 年) 

2021 年 

(令和３年) 

総数 9,809  9,663  8,945 114,228  111,496  107,328 

農業,林業 11  10  18 121  233  164 

漁業 - 0  1 - 0  1 

鉱業,採石業,砂利採取業 1  2  4 5  6  32 

建設業 725  688  682 5,783  5,113  5,113 

製造業 536  479  430 13,468  11,562  11,086 

電気・ガス・熱供給・水道業 17  13  11 286  308  158 

情報通信業 68  54  66 991  350  1,387 

運輸業,郵便業 361  373  384 12,032  10,543  12,840 

卸売業,小売業 2,534  2,339  2,037 25,699  24,506  23,881 

金融業,保険業 136  123  112 2,128  3,415  1,959 

不動産業，物品賃貸業 1,200  1,254  1,181 4,145  4,117  3,945 

学術研究，専門・技術サービス業 338  320  359 3,476  3,728  5,168 

宿泊業,飲食サービス業 1,230  1,194  958 10,071  9,007  8,064 

生活関連サービス業,娯楽業 786  749  699 4,807  3,880  3,252 

教育,学習支援業 427  465  385 6,702  7,459  5,717 

医療,福祉 809  990  1,031 13,573  17,828  17,298 

複合サービス事業 37  33  33 293  324  308 

サービス業(他に分類されないもの) 553  541  554 8,342  6,893  6,955 

公務（他に分類されるものを除く） 40  36  - 2,306  2,224  - 

資料：経済センサス－基礎調査結果・各年７月１日現在 

 

 



 

９ 

 

（３）女性の年齢別労働力率 

2020年(令和２年)の女性の年齢別労働力率をみると、すべての年齢で2015年(平成27年)に

比べ上昇しています。 

25～29歳が85.9％で最も高く、35～39歳の割合は72.2％と、Ｍ字カーブは緩やかになって

きているものの、30歳代前半から後半にかけて低下しています。 

 
《女性の年齢別労働力率》 

 
資料：国勢調査・各年10月１日現在    
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１０ 

３ 本市のこどもに関する施策の現状 

（１）保育所の設置状況 

2023年度(令和５年度)の保育所数をみると、認可保育所は公立５か所、私立14か所の計19

か所となっています。 

特定地域型保育事業については、小規模保育事業が19か所、事業所内保育施設は２か所と

なっています。 

また、2014年度（平成26年度）から設置している待機児童保育室は２か所となっています。 

《認可保育所の設置数の推移》 

  公立 私立 合計 

2018(平成30)年度 5 13 18 

2019(令和元)年度 5 14 19 

2020(令和２)年度 5 14 19 

2021(令和３)年度 5 13 18 

2022(令和４)年度 5 13 18 

2023(令和５)年度 5 14 19 

（各年度４月１日現在）資料：保育幼稚園総務課  

                                                                              ※南総持寺保育所を除く   

 

《特定地域型保育事業及び待機児童保育室の設置数の推移》 

  小規模保育事業 事業所内保育事業 待機児童保育室 

2018(平成30)年度 19 2 2 

2019(令和元)年度 19 2 2 

2020(令和２)年度 19 2 2 

2021(令和３)年度 19 2 2 

2022(令和４)年度 19 2 2 

2023(令和５)年度 19 2 2 

（各年度４月１日現在）資料：保育幼稚園総務課     



 

１１ 

 

（２）保育所の入所状況 

（ア）保育所の入所状況の推移 

保育所の入所児童の総数は、2023年度（令和５年度）現在、公立・私立をあわせて2,056人

となっており、就学前児童数に占める入所率は14.5％です。入所児童数の内訳をみると、公

立は556人で入所率は3.9％、私立は1,500人で同10.6％となっています。 

保育所定員に対する在籍率は、公立については各年100％を超えており、近年は、110％前

後で推移しています。 

 

《認可保育所の入所状況の推移》 

 就学前

児童数 

（人） 

公立 私立 合計 

 
定員 

（人） 

入所 

児童数

（人） 

入所率 

（％） 

在籍率 

（％） 

定員 

（人） 

入所 

児童数

（人） 

入所率 

（％） 

在籍率 

（％） 

定員 

（人） 

入所 

児童数

（人） 

入所率 

（％） 

在籍率 

（％） 

2018(平成 30)年度 15,504 490 552 3.6 112.7 1,190 1,301 8.4 109.3 1,680 1,853 12.0 110.3 

2019(令和元)年度 15,189 490 566 3.7 115.5 1,274 1,402 9.2 110.0 1,764 1,968 13.0 111.6 

2020(令和２)年度 15,018 490 559 3.7 114.1 1,449 1,544 10.3 106.6 1,939 2,103 14.0 108.5 

2021(令和３)年度 14,524 490 556 3.8 113.5 1,389 1,450 10.0 104.4 1,879 2,006 13.8 106.8 

2022(令和４)年度 14,281 490 554 3.9 113.1 1,419 1,473 10.3 103.8 1,909 2,027 14.2 106.2 

2023(令和５)年度 14,142 490 556 3.9 113.5 1,519 1,500 10.6 98.7 2,009 2,056 14.5 102.3 

（各年度４月１日現在）資料：保育幼稚園総務課   

 ※入所率＝入所児童数／就学前児童数、在籍率＝入所児童数／定員   

※他市、南総持寺保育園への委託児童を含み、他市からの受託児童を除く     

 

《特定地域型保育事業及び待機児童保育室の入所状況の推移》 

  小規模保育事業 事業所内保育事業 待機児童保育室 

2018(平成30)年度 334 22 67 

2019(令和元)年度 345 26 67 

2020(令和２)年度 348 20 50 

2021(令和３)年度 331 23 30 

2022(令和４)年度 341 24 52 

2023(令和５)年度 351 21 50 

（各年度４月１日現在）資料：保育幼稚園総務課     



 

１２ 

 

（イ）認可保育所の入所希望者の状況 

2016年度(平成28年度)までは、保育所入所待機児童数が100人を超えていましたが、保育所

入所定員の拡充のほか、小規模保育事業の充実、市直営の待機児童保育室の設置などにより、

2020年度（令和２年度）以降の待機児童数は０となっています。 

●認可保育所待機児童数の推移 

  待機児童数（人） 

2018(平成30)年度 35 

2019(令和元)年度 23 

2020(令和２)年度 0 

2021(令和３)年度 0 

2022(令和４)年度 0 

2023(令和５)年度 0 

資料：大阪府 HP 保育所等利用待機児童数等の状況について（各年４月１日時点） 

 

（３）幼稚園の状況 

幼稚園数は、2023年度（令和５年度）現在、16か所となっています。 

園児数は、2023 年度（令和５年度）５月１日現在では、1,936 人となっています。 

《幼稚園の設置数と園児数の推移》 

  設置数（か所） 定員数（人） 園児数（人） 

2018(平成30)年度 21 5,130 3,413 

2019(令和元)年度 21 5,110 3,245 

2020(令和２)年度 20 4,795 2,953 

2021(令和３)年度 20 4,795 2,795 

2022(令和４)年度 19 4,515 2,409 

2023(令和５)年度 16 3,915 1,936 

資料：保育幼稚園総務課     

※令和５年度茨木市公私立幼稚園連絡協議会資料（令和５年５月１日現在）を基に作成 

※他市への委託児童を含み、他市からの受託児童を除く 

※幼稚園型認定こども園を除く 



 

１３ 

 

（４）認定こども園の状況 

認定こども園数は、2023年度（令和５年度）現在、39か所となっています。園児数は年々増

加し、2023年度（令和５年度）現在では、5,275人、就学前児童数に占める入所率は37.3％と

なっています。 

《認定こども園の設置数と園児数の推移》 

 
設置数 

（か所） 

就学前 

児童数（人） 

定員 

（人） 

園児数 

（人） 

入所率 

（％） 

在籍率 

（％） 

2018(平成30)年度 32 15,504 4,334 4,258 27.5 98.2 

2019(令和元)年度 32 15,189 4,334 4,427 29.1 102.1 

2020(令和２)年度 35 15,018 4,924 4,656 31.0 94.6 

2021(令和３)年度 36 14,524 5,117 4,829 33.2 94.4 

2022(令和４)年度 37 14,281 5,427 4,957 34.7 91.3 

2023(令和５)年度 39 14,142 5,669 5,275 37.3 93.0 

（各年度４月１日現在） 資料：保育幼稚園総務課     

※幼保連携型、幼稚園型及び保育所型を含む 

※他市への委託児童を含み、他市からの受託児童を除く 

※教育認定こども及び保育認定こどもを含む 

 

（５）０～５歳児の状況（幼稚園：2023年(令和５年)５月１日現在） 

           （保育所・認定こども園：2023年（令和５年）４月１日現在） 

０～５歳児の就園状況は、幼稚園が13.7％、保育所が14.5％、認定こども園が37.3％とな

っています。 

《０～５歳児の状況》 

 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

人口 2,216 2,399 2,297 2,325 2,442 2,463 14,142 

幼稚園 
0 0 0 557 657 722 1,936 

0 0 0 24.0 26.9 29.3 13.7 

保育所(園) 
160 323 363 413 398 399 2,056 

7.2 13.5 15.8 17.8 16.3 16.2 14.5 

認定こども園 
264 625 711 1,156 1,283 1,236 5,275 

11.9 26.1 31.0 49.7 52.5 50.2 37.3 

その他 
34 190 195 3 0 0 422 

1.5 7.9 8.5 0.1 0 0 3.0 

（人口は住民基本台帳2023年(令和５年)４月末現在 就園状況は2023年(令和５年)５月１日現在）  

資料：保育幼稚園総務課 

※他市への委託児童を含み、他市からの受託児童を除く 

※３～５歳児童数については、令和５年度茨木市公私立幼稚園連絡協議会資料(令和５年５月１日現在)を基に作成 

※認定こども園については、幼保連携型、幼稚園型及び保育所型に在籍する教育認定こども及び保育認定こどもを含む 

※百分率は小数点第２位を四捨五入にしているため、比率の合計が 100％にならない場合がある 



 

１４ 

 

（６）小中学校の状況 

小学校児童数は、2023年度(令和５年度)現在15,789人で、学級数は671学級となっていま

す。 

中学校生徒数は2023年度(令和５年度)現在7,605人で、学級数は261学級となっています。 

不登校者数は、2022年度(令和４年度)は657人で、市内全児童生徒数に占める不登校者数の

割合は2.77となっています。 

学童保育室は、2023年度（令和５年度）現在、小学校30校に設置している公立の学童保育室

のほか、11か所の民間学童保育室（放課後児童健全育成事業所）があり、在籍児童数は3,123

人で年々増加しています。 

放課後子ども教室は、2022年度(令和４年度)は、32校開設しており、開設延日数は1,167日、

延参加者数は140,672人と利用増が続いています。 

 

《小学校児童数、学級数》         《中学校生徒数、学級数》 

  児童数（人） 学級数    生徒数（人） 学級数 

2018(平成 30)年度 16,502 695  2018(平成 30)年度 7,635 272 

2019(令和元)年度 16,431 697  2019(令和元)年度 7,538 270 

2020(令和２)年度 16,290 703  2020(令和２)年度 7,520 269 

2021(令和３)年度 16,109 698  2021(令和３)年度 7,647 271 

2022(令和４)年度 16,064 701  2022(令和４)年度 7,612 265 

2023(令和５)年度 15,789 671  2023(令和５)年度 7,605 261 

（各年度５月１日現在） 資料：学校基本調査（学務課）   

 

《不登校者数の推移》 

  不登校者数(人) 

市内全児童生徒数

に占める不登校者

数の割合（％） 

2018(平成30)年度 261 1.08 

2019(令和元)年度 415 1.73 

2020(令和２)年度 441 1.85 

2021(令和３)年度 508 2.14 

2022(令和４)年度 657 2.77 

     （各年度３月末現在） 資料：茨木市教育委員会事務管理執行状況の点検及び評価報告書（学校教育推進課） 

 

 

 

 

 

 



 

１５ 

《学童保育室の状況》（民間含む） 

  施設数 支援の単位数 児童数（人） 

2018(平成30)年度 35 73  2,593 

2019(令和元)年度 38 78 2,782 

2020(令和２)年度 39 80 2,818 

2021(令和３)年度 41 83 2,879 

2022(令和４)年度 42 86 2,968 

2023(令和５)年度 41 87 3,123 

（各年度５月１日現在） 資料：学童保育課    

 

《放課後子ども教室の状況》 

  施設数 支援の単位数 児童数（人） 

2018(平成30)年度 32 2,664 309,387 

2019(令和元)年度 32 2,562 309,062 

2020(令和２)年度 32 0 0 

2021(令和３)年度 32 200 27,785 

2022(令和４)年度 32 1,167 140,672 

（各年度３月末現在） 資料：社会教育振興課    

 

  



 

１６ 

 

（７）障害児療育の状況 

児童発達支援事業すくすく親子教室の利用回数は、コロナ禍で一時期減少しましたが、2021

年度（令和３年度）より増加傾向にあります。相談件数に大きな変動はありません。 

あけぼの学園の在籍数は60人程度で推移しています。 

障害児通所支援のうち、放課後等デイサービスの利用者数は2018(平成30)年度に比べ約1.5

倍に増加しています。 

《児童発達支援事業すくすく親子教室》 

  利用回数(回) 相談件数(件) 

2018(平成30)年度 4,221  189  

2019(令和元)年度 4,225 175 

2020(令和２)年度 3,444 147 

2021(令和３)年度 3,595 207 

2022(令和４)年度 5,137 189 

（各年度３月末現在） 資料：発達支援課 

 

《あけぼの学園》 

  
児童発達支援センター 

あけぼの学園在籍数(人) 

2018(平成30)年度 57 

2019(令和元)年度 62 

2020(令和２)年度 63 

2021(令和３)年度 63 

2022(令和４)年度 63 

（各年度３月末現在） 資料：発達支援課 

 

《障害児通所支援》 
（人）    

 
医療型児童

発達支援 
児童発達 

支援 
放課後等デイサービス 

合計 

 未就学児童 未就学児童 小学生 中学生 高校生 小計 

2018(平成30)年度 90 540 461 137 98 696 1,326 

2019(令和元)年度 77 514 498 148 98 744 1,335 

2020(令和２)年度 71 514 563 144 122 829 1,414 

2021(令和３)年度 68 573 646 155 119 920 1,561 

2022(令和４)年度 75 663 718 183 119 1,020 1,758 

（各年度３月末現在） 資料：発達支援課 

 

 

 



 

１７ 

 

（８）地域における子育て支援事業の状況 

（ア）延長保育の利用状況 

延長保育は、2023年度（令和５年度）は81か所で実施されています。2022年度（令和４年度）

は2,560人が利用しています。 

  実施施設数（か所） 利用者数（人） 

2018(平成30)年度 74 2,369 

2019(令和元)年度 75 2,682 

2020(令和２)年度 77 2,498 

2021(令和３)年度 78 2,411 

2022(令和４)年度 79 2,560 

2023(令和５)年度 81  

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：保育幼稚園事業課 

 

（イ）幼稚園・認定こども園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）の

利用状況 

幼稚園・認定こども園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）は、2023年度

（令和５年度）は48か所で実施されています。2022年度（令和４年度）の利用実績は122,934

人日です。 

  実施施設数(箇所) 利用実績（人日） 

2018(平成30)年度 44 134,221 

2019(令和元)年度 44 151,353 

2020(令和２)年度 43 123,743 

2021(令和３)年度 44 139,374 

2022(令和４)年度 43 122,934 

2023(令和５)年度 48  

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：保育幼稚園事業課 

 

 

（ウ）その他の一時預かり保育（保育所等）の利用状況 

その他の一時預かり保育（保育所等）は、2023年度（令和５年度）は36か所で実施されてい

ます。2022年度（令和４年度）の利用実績は5,037人日です。 

  実施施設数(か所) 利用実績（人日） 

2018(平成30)年度 29  8,417 

2019(令和元)年度 31 7,586 

2020(令和２)年度 33 2,911 

2021(令和３)年度 35 3,616 

2022(令和４)年度 35 5,037 

2023(令和５)年度 36  

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：保育幼稚園事業課 

 



 

１８ 

（エ）乳児家庭全戸訪問事業の利用状況 

乳児家庭全戸訪問事業の利用状況は、近年2,100人前後で推移しており、2022年度（令和４

年度）は2,150人が利用しています。 

 
実績（人） 

2018(平成 30)年度 2,455 

2019(令和元)年度 2,164 

2020(令和２)年度 2,126 

2021(令和３)年度 2,115 

2022(令和４)年度 2,150 

（各年度４月１日現在） 資料：子育て支援課 

 

（オ）休日保育の利用状況 

休日保育は、2023年度（令和５年度）は１か所で実施されています。2022年度（令和４年度）

の利用実績は392人日です。 

  実施施設数(か所) 利用実績（人日） 

2018(平成30)年度 1 288 

2019(令和元)年度 1 408 

2020(令和２)年度 1 372 

2021(令和３)年度 1 351 

2022(令和４)年度 1 392 

2023(令和５)年度 1  

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：保育幼稚園事業課 

 

（カ）病児・病後児保育の利用状況 

病児・病後児保育は、2023年度（令和５年度）は病児対応型が２か所、病後児対応型が２か

所、体調不良児対応型が50か所で実施されています。病児対応型については、新型コロナウイ

ルス感染症の流行により発熱児童の受入れを制限していたため、2022年度（令和４年度）まで

の利用実績が僅かとなっています。 

  

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 

実施施設数 

（か所） 

利用実績

（人日） 

実施施設数 

（か所） 

利用実績

（人日） 

実施施設数 

（か所） 

2018(平成30)年度 2 665 2 125 42 

2019(令和元)年度 2 620 2 120 43 

2020(令和２)年度 2 5 2 60 46 

2021(令和３)年度 2 10 2 51 47 

2022(令和４)年度 2 6 2 78 47 

2023(令和５)年度 2  2  50 

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：保育幼稚園事業課 

 

 

 



 

１９ 

（キ）地域子育て支援センター（地域子育て支援拠点事業）の利用状況 

地域子育て支援センターは、2023年度（令和５年度）は５か所で実施されています。利用者

数は、2023年度（令和５年度）は10月末日現在で7,473人が利用しています。 

  実施施設数(か所) 利用者数（人） 

2018(平成30)年度 5 21,793 

2019(令和元)年度 5 18,823 

2020(令和２)年度 5 7,297 

2021(令和３)年度 5 6,615 

2022(令和４)年度 5 10,401 

2023(令和５)年度 5 7,473 

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：子育て支援課 

※2023(令和５)年度の利用者数は10月末日現在 

 

（ク）つどいの広場（地域子育て支援拠点事業）の利用状況 

つどいの広場は、2023年度（令和５年度）は20か所で実施されています。利用者数は、2023

年度（令和５年度）は10月末日現在で52,811人であり、2020年度（令和２年度）から2023年度

（令和５年度）まで4～7万人台で推移しています。 

  実施施設数(か所) 利用者数（人） 

2018(平成30)年度 18 112,133 

2019(令和元)年度 20 101,410 

2020(令和２)年度 20 47,109 

2021(令和３)年度 20 43,975 

2022(令和４)年度 20 68,175 

2023(令和５)年度 20 52,811 

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：子育て支援課 

            ※2023(令和５)年度の利用者数は10月末日現在 

 

（ケ）子育て支援事業（子育てサロン）の利用状況 

子育てサロンは、2022年度（令和４年度）は147回実施しており、参加延人数は2,466人とな

っています。ボランティアの延人数は1,143人となっています。 

  実施回数（回） 参加延人数（人） 
ボランティア 

延人数（人） 

2018(平成30)年度 188 5,697 1,793 

2019(令和元)年度 179 4,680 1,703 

2020(令和２)年度 42 1,026 324 

2021(令和３)年度 65 955 458 

2022(令和４)年度 147 2,466 1,143 

資料：社会福祉協議会 

 

 

 

 

 



 

２０ 

（コ）ショートステイの利用状況 

ショートステイは、2023年度（令和５年度）は７８か所で実施されています。利用者数は

2023年度（令和５年度）は11人、延べ利用日数は39日となっています。 

  実施施設数(か所) 利用者数（人） 延利用日数（日） 

2018(平成30)年度 7 24 122 

2019(令和元)年度 7 24 95 

2020(令和２)年度 7 5 29 

2021(令和３)年度 7 8 34 

2022(令和４)年度 8 20 58 

2023(令和５)年度 8 11 39 

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：子育て支援課 

 ※2023(令和５)年度の利用者数は10月末日現在 

 

（サ）トワイライトステイの利用状況 

トワイライトステイは、2023年度（令和５年度）は６か所で実施されています。利用者数は、

2023年度（令和５年度）が０人、延利用日数は０日となっています。 

  実施施設数(か所) 利用者数（人） 延利用日数（日） 

2018(平成30)年度 5 14 14 

2019(令和元)年度 4 20 20 

2020(令和２)年度 5 1 1 

2021(令和３)年度 5 0 0 

2022(令和４)年度  6 0 0 

2023(令和５)年度 6 0 0 

（実施施設数：各年度４月１日現在） 資料：子育て支援課 

 ※2023(令和５)年度の利用者数は10月末日現在 

 

（シ）ファミリー・サポート・センター事業の利用状況 

ファミリー・サポート・センター事業は、2022年度（令和４年度）の活動件数は3,058件と

なっています。2022年度（令和４年度）は、保育の援助を受けたいとする依頼会員は1,132人、

保育の援助を行いたい援助会員は237人、援助を受けることと行うことの両方を希望する両方

会員は176人となっており、近年、会員数は1,500人台で推移しています。 

  活動件数（件） 依頼会員（人） 援助会員（人） 両方会員（人） 会員合計（人） 

2018(平成30)年度 3,739 1,233 301 248 1,782 

2019(令和元)年度 4,310 1,201 290 239 1,730 

2020(令和２)年度 2,516 1,192 278 222 1,692 

2021(令和３)年度 3,096 1,129 248 196 1,573 

2022(令和４)年度 3,058 1,132 237 176 1,545 

       資料：子育て支援課 

 

 

 



 

２１ 

（９）母子保健事業の状況 

 （ア）妊婦・乳幼児健康診査の受診状況 

乳幼児の健康診査の受診率は４か月児、１歳８か月児ともにここ数年は97％以上の受診率

となっています。３歳６か月児については、いずれの年度も乳児に比べるとやや低くなって

います。 

歯科健診については、一次健診として１歳８か月児、２歳３か月児、３歳６か月児に対し

実施しており、また、２歳３か月児の歯科健診後の要注意者には、２歳５か月児に対し予防

健診事業を実施しています。受診率をみると、2022年度（令和４年度）は、２歳３か月児は

70.5％、２歳５か月児は41.2％（委託医療機関での実施）となっています。 

《妊婦・乳幼児健康診査の受診状況の推移》 

  

妊婦一般 乳児一般 乳児後期 

受診数（人） 受診数（人） 受診数（人） 

2018(平成 30)年度 30,725 2,204 2,343 

2019(令和元)年度 29,662 2,018 2,320 

2020(令和２)年度 28,337 1,956 2,189 

2021(令和３)年度 28,564 2,070 2,075 

2022(令和４)年度 27,300 1,984 2,204 

       資料：子育て支援課 

 

  

４か月 １歳８か月 ３歳６か月 

対象数 

（人） 

受診数 

（人） 

受診率 

（％） 

対象数 

（人） 

受診数 

（人） 

受診率 

（％） 

対象数 

（人） 

受診数 

（人） 

受診率 

（％） 

2018 年度 
(平成 30 年度) 2,562 2,481 96.8 2,510 2,454 97.8 2,674 2,578 96.4 

2019 年度 
(令和元年度) 

2,120 2,059 97.1 2,329 2,224 95.5 2,392 2,293 95.9 

2020 年度 
(令和２年度) 

2,773 2,328 84.0 2,341 2,181 93.2 2,376 2,174 91.5 

2021 年度 
(令和３年度) 

2,318 2,236 96.5 2,129 2,067 97.1 2,567 2,408 93.8 

2022 年度 
(令和４年度) 

2,305 2,253 97.7 2,715 2,657 97.9 2,656 2,475 93.2 

（対象数：各年度４月１日現在） 資料：子育て支援課 

《幼児歯科健診の受診状況の推移》 

  
２歳３か月児 ２歳５か月児（2.3 ﾌｫﾛｰ） 

実績（人） 受診率（％） 実績（人） 受診率（％） 

2018(平成 30)年度 2,246 86.4 533 71.4 

2019(令和元)年度 1,985 85.8 467 74.7 

2020(令和２)年度 964 74.2 215 76.0 

2021(令和３)年度 1,465 71.6 306 67.4 

2022(令和４)年度 2,853 70.5 399 41.2 

資料：子育て支援課 

  

 

  



 

２２ 

（イ）母子保健指導の実施状況 

2022年度（令和４年度）の保健指導の実施状況をみると、母子健康手帳の交付が延べ2,281

件、訪問指導が延べ3,221件となっています。 

訪問指導の延訪問件数3,221件のうち乳児が延べ1,468件と最も多くなっています。 

また、健康教室では、妊婦やその夫を対象にした「パパ＆ママクラス（両親教室）」は、令

和２年度に新型コロナウイルス感染拡大の影響により、定員数を減らして年度途中から実施し、

令和３、４年度はオンライン講座として実施しています。また、乳幼児をもつ保護者を対象に

した離乳食講習会についても受け入れ人数を制限して実施しましたが、令和４年度は徐々に増

やして実施しています。 

 

《母子保健指導の実施状況の推移》 

  
母子健康手帳の 

交付 
訪問指導 

2018(平成30)年度 2,476 5,921 

2019(令和元)年度 2,444 5,198 

2020(令和２)年度 2,382 2,347 

2021(令和３)年度 2,368 2,429 

2022(令和４)年度 2,281 3,221 

資料：子育て支援課 

 

《保健相談（随時）件数の推移》 

 
面接(件) 電話(件) 

2018(平成30)年度 180 1,147 

2019(令和元)年度 539 7,449 

2020(令和２)年度 696 7,252 

2021(令和３)年度 742 4,974 

2022(令和４)年度 1,316 6,592 

資料：子育て支援課 

 

《訪問指導の内訳》 

 

延訪問 

件数 

内訳（件） 

妊婦 産婦 新生児 未熟児 乳児 幼児 その他 

2018(平成 30)年度 5,921 174 766 195 168 2,697 1,784 137 

2019(令和元)年度 5,198 143 739 159 111 2,315 1,643 88 

2020(令和２)年度 2,347 101 534 85 119 1,002 474 32 

2021(令和３)年度 2,429 98 528 115 96 1,080 507 5 

2022(令和４)年度 3,221 40 694 130 75 1,468 809 5 

資料：子育て支援課 

 

 



 

２３ 

《健康教室の実施状況の推移》 

 

パパママ 

クラス 

離乳食講習会 幼児食 

講習会 ごっくん かみかみ 

延数 
（件） 

延数 
（件） 

延数 
（件） 

延数 
（件） 

2018(平成 30)年度 940 557 226 144 

2019(令和元)年度 983 444 222 138 

2020(令和２)年度 131 85 40 20 

2021(令和３)年度 305 142 74 46 

2022(令和４)年度 457 202 113 73 

資料：子育て支援課 

 

 

（ウ）予防接種 

乳幼児、児童の感染症に対する抵抗力を高めるため、各種予防接種を委託医療機関、こど

も支援センター等で実施しています。 

 
●予防接種の被接種者数の推移 （人） 
 

ヒ
ブ 

小
児
用
肺
炎
球
菌 

４
種
混
合 

３
種
混
合 

２
種
混
合 

日
本
脳
炎 

ポ
リ
オ 

麻
し
ん
・ 

風
し
ん
混
合 

麻
し
ん 

風
し
ん 

Ｂ
Ｃ
Ｇ 

水
痘 

Ｂ
型
肝
炎 

子
宮
頸
が
ん
予
防 

ロ
タ 

2018(平成 30)年度 9,820 9,847 10,002 2 2,025 11,993 44 5,058 2 0 2,518 4,812 7,367 17 － 

2019(令和元)年度 9,040 9,275 9,427 2 1,962 11,237 5 4,740 0 0 2,258 4,639 6,773 54 － 

2020(令和２)年度 9,394 9,190 9,344 1 2,034 10,931 4 4,875 0 0 2,354 4,671 6,880 393 1,929 

2021(令和３)年度 9,009 8,996 8,953 0 1,941 6,860 0 4,695 0 0 1,860 4,301 6,650 1,502 4,572 

2022(令和４)年度 8,888 8,895 8,836 0 1,801 10,554 1 4,682 0 0 2,165 4,333 6,599 3,322 4,441 

                                      資料：子育て支援課 

 

注：１）４種混合はジフテリア・破傷風・百日せき・ポリオ、３種混合はジフテリア・破傷風・百日せき、２種混合はジフテリア・

破傷風です。  

  ２）ポリオは、平成24年９月に生ワクチンを２回接種から不活化ワクチンの４回接種に変更になりました。 

  ３）令和元年度のＢ型肝炎に長期療養による接種者４人を含みます。 

  ４）令和元年度のＢＣＧ、麻しん・風しん混合、水痘、日本脳炎に長期療養による接種者各１人を含みます。 

  ５）令和２年度のＢ型肝炎に長期療養による接種者４人を含みます。 

  ６）令和２年度のヒブ、Ｂ型肝炎、４種混合、水痘に長期療養による接種者各２人を含みます。 

  ７）令和２年度の麻しん・風しん混合に長期療養による接種者１人を含みます。 

  ８）令和３年度のＢ型肝炎、水痘に長期療養による接種者各２人を含みます。 

  ９）令和３年度のヒブ、４種混合、麻しん・風しん混合に長期療養による接種者各１人を含みます。 

  10）令和４年度のＢ型肝炎、水痘に長期療養による接種者各２人を含みます。 

  11）令和４年度のヒブ、４種混合、麻しん・風しん混合に長期療養による接種者各１人を含みます。 



 

２４ 

 

（10）民生委員・児童委員の活動状況 

民生委員は児童委員を兼ねており、2022年度（令和４年度）現在で379人となっています。

子育て・母子保健、こどもの地域生活、こどもの教育・学校生活関係をあわせた相談件数は

2022年度（令和４年度）で1,812件となっており、前年度（1,942件）に比べ130件減少してい

ます。 

《民生委員・児童委員の活動状況》 

 
民生委員・ 

児童委員数（人） 

(4月1日現在) 

 相談指導件数（延べ件数）  

  
子育て・ 
母子保健 
（件） 

こどもの地域
生活 
（件） 

こどもの教育 
・学校生活 
（件） 

計 

（件） 

2018 年度 
(平成 30 年度) 385 13,215 

253 1,625 1,033 2,911 

8.7% 55.8% 35.5% 100.0% 

2019 年度 
(令和元年度) 384 10,766 

179 1,550 799 2,528 

7.1% 61.3% 31.6% 100.0% 

2020 年度 
(令和２年度) 378 10,038 

125 1,221 319 1,665 

7.5% 73.3% 19.2% 100.0% 

2021 年度 
(令和３年度) 380 10,122 

125 1,227 590 1,942 

6.4% 63.2% 30.4% 100.0% 

2022 年度 
(令和４年度) 379 9,688 

119 919 774 1,812 

6.6% 50.7% 42.7% 100.0% 

※百分率は小数点第２位を四捨五入しているため、比率の合計が100％を上下することがある  資料：地域福祉課 



 

２５ 

 

（11）児童虐待の状況 

児童虐待の通告件数は、この２年間は700件超となっています。 

《児童虐待通告件数の推移》 

 
通告件数(件) 台帳管理件数(件) 

2018(平成30)年度 660 600 

2019(令和元)年度 639 548 

2020(令和２)年度 690 560 

2021(令和３)年度 754 704 

2022(令和４)年度 716 639 

                               資料：子育て支援課 

 

 

 


